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目標設定性と手段総合性の 2要素を「道具」とすると述べている（西谷 1992 p. 
3）。また，計画が求められる背景として，変化が激しい時代状況において「将
来を見極める」ことが必要であり，専門分化が著しく進展しているため「多













































よる分類』などは，いずれにおいても共通する」と述べている（西谷 1971 p. 
122）。





































































































































　1969（昭和 44）年 5月 30 日，新全国総合開発計画（二全総）が策定され
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全国総合開発計画）が 1977（昭和 52）年 11 月 4 日に閣議決定された。また，

















































設けられることになった。1979 年度から 81 年度にかけて全国で 44 圏域が
選定された。













































































































































426 ヘクタールの工業用地が造成された。それに投じられた額は約 1,000 億
円に上った。立地条件から石油，鉄鋼コンビナートの形成は難しく，住友ア
ルミを中心としたアルミ精錬コンビナートの形成が図られた。しかし，その





















けた。テクノポリスは，1983（昭和 58）年 5 月公布のテクノポリス法（高





























































































3タイプとも異なる第 4の類型として紹介されたものである（御厨 pp. 58–59）。
 4） 佐藤は「『ムスメ一人にムコ十人』と，指定をめぐって蜂の巣をつついたよう
になっていた」との語で新産業都市の指定をめぐる地方の熱気を表現した。そ
の一方で，10 年間に平均 1カ所 1,500 億円の公共投資が行われることを考える
と「わが国の経済成長のテンポからみて，せいぜい五－六カ所が限度というの











分にチェックできる」としている（佐藤 1964 p. 85）。
 7） 1967 年の東京都知事選挙では，社共両党が東京教育大学教授の美濃部亮吉を立
て，自民・民社両党は立教大学総長の松下正寿を立て，美濃部が勝利した。
 8） 石田の予測は，自民党の得票率減については的中したが，社会党の得票増の点




 9） 英国の田園都市論を展開したエベネザー・ハワード（Ebenezer Howard, 
1850–1928）は，都市（town）と農村（country）との調和と，両者の利点を
併せ持った新しい地区（town-country）の開発を思い立ち，その構想をまとめ
た『明日―真の改革への平和的道のり（To-morrow: A Peaceful Path to Real 




























 15） 首都改造計画は，東京，神奈川，埼玉，千葉の 1都 3県と茨城県南部を対象地
域とし，立川・八王子などの 5つの業務核都市を形成し，首都圏を改造すると
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いう構想であった。

























行ったという決定過程のちがいがある（西谷 1971 p. 139）。
 21） 北陸地方開発促進計画および中国地方開発促進計画，四国地方開発促進計画は







年 10 月には，㈶日本立地センターに「テクノポリス ’90 建設構想委員会」が設
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